













































条約（CBD：Convention on Biological Diversity、1992 年 5 月に採択）に加入























































































と 1 つの実験研究により、仮説モデルの立証を試みた。  
 
 
























境資源の保全を実施する 2 つの事例研究を行った第 3 章の研究の結果、農村地
域と都市域においてそれぞれの「ため池」を保全する活動に地域住民が参加す
る心理的な要因について調査した。農村地域の「ため池」を保全する活動を規
定する心理的要因として「ため池」に対する価値評価である「農業価値」と「環
境価値」があることを示し、これらの価値評価とため池保全の行動意図との有
意な関係性を明らかにした。また、都市域の「ため池」を管理している農家と
その周辺に居住する住民（非農家）を区分した意識調査では、対象地域におい
て「ため池」を長期的に保全・管理していくことに関与する心理的要因を分析
した。ため池に対する価値評価を測定した結果、農家は「農業価値」を、非農
家は「環境価値」をそれぞれ高く評価していた。さらに、ため池に対する「価
値評価」、「地域への愛着」、周囲からの期待感である「社会的規範感」という複
数の心理的要因と「ため池保全の行動意図（保全しようと思うこと）」との間に
有意な関係性が示された。  
2：保全行動を実践する保全団体等に所属する市民（団体員）とそのような
団体には所属していない市民（非団体員）では異なる心理プロセスモデルを
持つことを示した研究成果は、第 4章の研究により明らかにされた。第 4章で
  
 
は、自然環境保全の活動を定期的に実践する団体に所属する市民の意識の現
状を調査するとともに、同様の調査項目を用いた自然環境保全の団体に所属
していない（定期的な活動を行っていない）市民への調査を行った。自然環
境保全を行う団体への所属の有無を区別したデータの収集により両者の心理
プロセスを比較し、自主的な自然環境保全の行動の実践に影響する心理的要
因を明らかにした。保全行動を実践する保全団体等に所属する市民（団体
員）とそのような団体には所属していない市民（非団体員）の心理プロセス
の最も大きな違いは、団体員の「行動意図（行動をしてもよい・やりたいと
思うこと）」が高いことに加え、「自己効力感（行動をすることが保全に役立
つと思うこと）」が高いことであった。さらに、自然環境保全の活動を実施し
ている団体員に対して、活動を継続した期間の長さ別（ 5年未満か 5年以上
か）の活動に対する意識の比較を行い、自然環境保全の行動の長期的な継続
に影響する心理的要因を探索した。その結果、行動の長期継続には活動趣旨
への賛同に加え、それ以外の目的（健康維持、仲間の存在、交流など）が複
数あることが継続の動機として関与することが示唆された。  
3：自然環境保全の行動意図と行動に影響を及ぼす心理的要因として自然環
境保全に関する「自己効力感」（行動を行うことの効果を認知していること）
を新たに位置付けた研究は、第 4章の一部と第 5章の研究により明らかにされ
た。第 5章では第 4章の研究成果をもとに、市民の「自然環境保全に対する自
己効力感」に影響を与える可能性があり、外部から操作することができる方
法として自然環境保全に関する情報提供をテーマに取り上げた。アンケート
形式の調査実験により、情報提示があるかないかの違いが「自然環境保全に
対する自己効力感」の評価に与える影響について検討した。結果、「情報提示
による刺激がある群は、そうでない群より自己効力感を高く評価する」とい
う仮説が支持された。しかし、その他の心理的要因「行動意図」・「態度」・
「社会的規範感」において 2群間の有意差は認められず、各下位項目につい
て、すべての項目間の相関を求めたところ、「自己効力感」との相関係数はあ
り群なし群との間で大きな違いは認められなかった。情報提示の有無による
心理プロセスを比較した結果、情報提示の有無にかかわらず、同様の心理プ
ロセスモデルが得られた。本研究により、簡単な文章による情報提示によっ
て、市民の「自然環境保全に対する自己効力感」が刺激されることを定量的
に示すことができた。「自然環境保全に関する自己効力感」への刺激が「自然
環境保全の行動意図」に与える影響については、今後の課題として自然環境
保全の事実情報を用いた実験方法に関する示唆が得られた。  
 
 
  
 
1～ 3 の主要な研究成果から、自然環境保全の行動と行動の継続に関する仮説
モデルを検証し、第 6 章において、市民の自然環境保全の行動意図と行動・行
動の継続に関与する心理的要因の関連性を示すモデルを構築した。このモデル
にもとづいて、本論文の総合的な考察を行い、自然環境保全に対する「社会的
規範感」と「自己効力感」の向上が市民の自然環境保全の活動を計画・設計す
る際の心理的な側面における支援に重要であることを論じた。また、第５章に
おいて設計した実験により市民の意識は文章による情報提供の刺激を受ける
可能性が示唆されたことから、上記の心理プロセスに働きかける情報提供につ
いて考察した。  
最後に、本論文の結果から、資源リサイクルや省エネルギー行動のような
明確な行動が広く認知されている行動と、どのように行動すれば効果がある
かが一般的になっていない自然環境保全のような行動とでは、行動意図に至
る心理プロセスは明らかに異なることが示唆された。これまで先行研究にお
いて主に対象とされてきた、行動が具体化された環境問題（資源リサイク
ル、省エネルギー、節水等）と生物多様性の保全に役立つ明確化されにくい
定期的な行動との違いを際立たせる成果が得られた。ここから、今後、自然
環境保全の行動のように、具体的な行動が一般化されていないが社会の中で
行動の波及が望まれるような行動（たとえば、災害ボランティア活動、障害
者や高齢者の福祉のための支援や協力行動、犯罪者の社会復帰の支援活動、
裁判員制度への協力行動等）においては、その行動や関係する情報により獲
得されると考えられる「自己効力感」が行動の促進に重要な要因になりうる
という示唆が得られた。  
 
 
